
国土審議会国土政策検討委員会最終とりまとめについて 

平成23年2月 

国土計画局 

１．国土交通省成長戦略会議報告等における指摘 

 

 

 

 

  

 

２．国土政策検討委員会における検討 

 

 

 

 

３．最終報告(案)の概要 【政策の方向性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．今後の予定  

 

 

 

新たな国土政策の課題（①大都市圏戦略、②地域戦略、③新しい公共）についての指摘 

・ 最終報告のとりまとめ、公表（２月１４日夜予定） 

・ 国土審議会政策部会（２月２２日開催予定）において報告 

○「国土交通省成長戦略会議報告」（平成22年5月17日公表） 

○「『新しい公共』円卓会議」（平成22年6月4日とりまとめ） 

○「新成長戦略～『元気な日本』復活のシナリオ～」（平成22年6月18日閣議決定） 

・ 活動の担い手に対する資金・資源の支援（コミュニティファンドの造成、ファンド 

と金融機関との連携） 

・ 中間支援組織等によるノウハウ提供などの非資金的支援（中間支援組織の育成等） 

・ 担い手と地域、行政等の協働（情報開示、ネットワーク構築） 

・ 「官民連携主体」のあり方（官・民が対等の立場で目標の設定・共有、戦略の 

策定から実施まで一貫して責任を持って推進） 

・ 国の役割（「官民連携主体」の自発性を尊重した関与や支援） 

・ 戦略の枠組み（官民連携による合意形成・実施、「アジェンダ」スタイル） 

・ 戦略の内容（戦略指針(国家的見地)と戦略(各大都市圏)の２層構造） 

・ 戦略の進捗管理（国の責任、指標の検証、機動的で柔軟な戦略の追加・更新） 

（１）大都市圏戦略 

（２）地域戦略 

（３）新しい公共 

・ 平成22年９月に国土審議会政策部会に国土政策検討委員会を設置し、12月まで調査審議を実施 

・ 現在、最終報告取りまとめに向けて、委員間で持ち回り協議中 

【平成２３年２月１４日池口副大臣会見参考資料】

問い合わせ先：国土計画局広域地方整備政策課 課長補佐 小玉 

電話：０３－５２５３－８１１１（内線２９４１２）


